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2018年 6月 18日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、戻り歩調が続いた。緩やかに進んだ円安を背景に日経平均は約 3 週間ぶりに 23000 円

台を一時回復した。米朝首脳会談を無難に通過し、FOMC や ECB 理事会の結果も想定内となったことから安心

感も広がったが、様子見姿勢は依然強く、上値の重さも意識された。NASDAQ の堅調を背景にハイテク株がしっ

かりとなったほか、中小型材料株の一角もにぎわった。米国市場は、米朝首脳会談を受けて、地政学的リスクは

後退したものの、米中貿易摩擦への懸念が燻り伸び悩んだ。NY ダウは約 3 か月ぶりの水準を回復したほか、

NASDAQは再び史上最高値を更新した。為替市場では、FOMCやECB理事会の内容を受けて、ドルが買われる

一方、ユーロはドラギ総裁のハト派的発言で売られた。ドル円は 1 ドル 110 円台後半まで円安が進んだ半面、ユ

ーロ円は一時 1ユーロ 130円台に乗せたが、ECB理事会後には 127円台まで下落した。 

今週の東京市場は、一進一退の動きが続こう。重要イベントを通過し安心感が広がる一方、国内政局や米通

商政策への警戒感から上値は抑えられよう。ただ、メルカリをはじめ、IPO が増加することから、新興市場を中心

に材料株物色が下支えとなろう。米国市場は通商政策や対イラン制裁等を巡るトランプ大統領の発言やイタリア

新政権の政策対応等を見極めつつ、やや神経質な展開となろう。為替市場でドル円は長期金利動向を映して、1

ドル 110 円前後でもみ合いとなろう。ユーロ円は ECB フォーラムなどでの要人発言を睨み、1 ユーロ 128 円前後

のレンジ相場となろう。 

今週、国内では 18日（月）に 5月の貿易統計 20日(水)に 5月の訪日外国人数、22 日(金)に 5月の全国消費

者物価指数が発表される。また、19 日(火)にはメルカリがマザーズに上場するほか、20 日に通常国会が会期末

を迎える(延長の可能性あり)。一方、海外では 19日に 5月の米住宅着工、21日(木)に 5月の米景気先行指数が

発表されるほか、18日から 20日まで ECBフォーラムが開催される。 

テクニカル面で日経平均は、5 月 21 日高値(23050 円)にあと 40 円ほどに迫りながらも、抜けなかった。ただ、

日足一目均衡表では転換線を上回って推移しているほか、遅行スパンが日々線に沿って上昇するなど、先高期

待を残している。5月 21 日高値を抜き、2月 5 日に空けた窓(23122 円)を埋めれば、中期的には 1月 23日高値

(24129円)を再び目指す可能性があろう。一方、下値は日足一目均衡表の転換線(22740円：15日現在)や 7日に

空けた窓(22662円)、25日線(22653円：同)などがめどとなろう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆株価が 13週・26週の両移動平均線の上位に位置する主な取組良好銘柄群 

東証 1部信用倍率は、3月 30日の 4.01倍をピークに低下傾向にあるものの、6月 8日時点でも 3.69倍と高い

水準にある。反面個別では、信用倍率が 1倍以下の取組良好な銘柄が、東証 1部全体の 26.4％に相当する 551

銘柄に達している。業績堅調、テクニカル的に好位置にある銘柄も多く、注目したい。        （野坂 晃一） 

 

投資のヒント 
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イビデン(4062･東 1） 

18年3月期業績は売上高が前年比12.7％増の3004.0

億円、営業利益が同 133.9％増の 167.0億円となった。電

子事業はスマホ・タブレット用小型・薄型基盤が減少した

ものの、PC 用パッケージや高機能スマホ向けマザーボ

ード・プリント基板が伸び、前年比 16.5％増収、営業利益

は前年の赤字(▲36.4 億円)から黒字転換(△8.5 億円)を

果たした。セラミック事業は欧州を中心とした自動車市場

の堅調を背景に DPF や NOｘ浄化用触媒担体が堅調に

推移し、同 11.9％増収、143.5％営業増益となった。続く

19 年 3 月期は売上高 3100 億円(前期比 3.2％増)、営業

利益 180億円(同 7.8％増)を見込む。電子事業は最先端

分野でのシェア拡大に加え、IoT や車載、データセンター

向けなどの顧客拡大に取り組むほか、セラミック事業で

はディーゼル車が減少する一方、世界的な排ガス規制

強化の流れを受け、高機能な次世代製品の需要が高ま

っており、新規開発製品の提案を進めていく。なお、デン

ソーと次世代自動車部品などの共同開発で、資本業務

提携を発表している。（大谷 正之） 

 

新光電気工業(6967･東 1） 

18年 3月期業績は売上高が前年比 5.2％増の 1471.1

億円、営業利益が同 49.9％増の 48.9億円。プラスチック

パッケージ部門では、BGA(ボール・グリッド・アレイ)基板

がスマホのメモリー向けや車載向けに伸び、大幅増収。

一方、IC組み立ては車載向けに伸びたものの、高機能

スマホ向けが需要変動の影響を受けて減収となったほ

か、フリップチップ(FC) パッケージも PC市場縮小に伴う

需要減少で減収となり、セグメント売上は前年比 3.0％減

収。メタルパッケージ部門では、半導体製造装置向けセ

ラミック静電チャックが旺盛な需要と新工場稼働による生

産能力増強で大きく売上を伸ばしたほか、リードフレーム

も増収。また、ヒートスプレッダーもサーバーの CPU向け

に受注が伸び、セグメント売上は同 20.0％増収。19年 3

月期は売上高 1546億円(前期比 5.1％増)、営業利益 71

億円(同 44.9％増)を見込む。半導体の高機能化・高速化

に対応する次世代 FCパッケージは、サーバー用をはじ

め、高性能半導体向けの需要を取り込むために、生産ラ

インの増強(長野県高丘工場)を図るほか、旺盛な需要が

続くセラミック静電チャックも新工場(新潟県新井工場)の

量産体制整備など、生産能力拡充を図る。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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三菱ロジスネクスト（7105･東 1） 

今期の営業利益は前年比 34.7％増の 125億円を見込む。

フォークリフトの世界市場は2017年度が前年比13.3％増、

18年度も省人化、省力化投資、ｅコマース市場の拡大な

どで電動（バッテリー）を中心に中国・アジア・欧州市場が

牽引、堅調が見込まれよう。また、鋼材など原材料価格

上昇の対応として 5月から数％程度の値上げを行った他、

統合効果（生産面、技術面など）も期待されよう。なお、

のれん償却額は 83.5億円を計画。同社は日本輸送機と

三菱重工業のフォークリフト部門が統合、2013年にニチ

ユ三菱フォークリフトに。昨年 10月にはユニキャリアと統

合、フォークリフト業界では豊田織機に次いで国内第2位、

世界でも第 3位の事業規模となった。統合前の各社は、

得意分野・地域がはっきりしていたため、世界トップクラ

スの物流メーカーに向けてシナジー効果が出やすいとみ

ている。今後、製品群の統廃合、生産体制や業務システ

ムなど経営資源の効率化を進めていく他、調達コストの

削減効果なども早期に期待されよう。（増田 克実） 

 
 
三菱地所（8802） 
今期の営業利益は前年比 0.9％増の 2150億円を計画。前期の 2桁増益から微増益にとどまるのはマンションの
利益率低下、固定資産税や都市計画税の負担増、竣工ビルの初期コスト発生などであり、寧ろ主力のビル事業
を始めとした同社の「稼ぐ力」は高まっているとみている。なお、三鬼商事が発表した5月の東京ビジネス地区（千
代田、中央、港、新宿、渋谷）のオフィスビルの平均募集賃料は前月比＋123円の 20018円、平均空室率も
2.68％と低水準にある。 
 
ビックカメラ(3048） 
第 3四半期(9－5月)累計の月次売上高(「楽天ビック」除く)は、全店売上高が前年同期比9.5％増と好調に推移し、
品目別ではゲーム、医薬品、スポーツ用品が好調なその他商品が同 18.3％増、テレビが好調な音響映像が同
12.5％増と堅調だった。第 3四半期決算の発表は 7月 10日予定。 
 
塩野義製薬（4507） 
新規抗うつ薬 SAGE-217の日本、台湾、韓国での開発及び販売に係るライセンス契約を米 Sage社と 14日に締
結したと発表。SAGE-217は抑制系神経細胞に直接作用すると考えられており、効果の発現が従来品に比べて
かなり早いと期待されている。 
 
フォーカスシステムズ（4662） 
前期の営業利益は前年比 37.9％増と急回復。17/3期にプロジェクトの進捗遅れがあった反省から再発防止策を
徹底、その効果が出た。今期の営業利益は前年比 5.3％増の 10.8億円を見込む。毎年 70人程度の新卒を採用、
離職率も業界平均以下で前期末の社員数が 1100人を突破した。新たな成長に向けての布石を着実に打ってい
るようだ。 
 
ＢＲＨＤ（1726）  
NEXCO3社からの床版取替関連の事業規模は総額 1兆 6429億円にのぼる大型案件。当社グループは PC（プ
レスレスト・コンクリート）の専門技術者集団である他、東北、中部、九州と全国をカバーする PC工場を配置、需
要を効率的に取り込めるとみられる。 
 
コンデンサメーカーが人気化。村田製作（6981）、太陽誘電（6976）、日本ケミコン（6997）など。 

                    （増田 克実） 

今週の参考銘柄 

 



 

 

 
- 6 - 

＜国内スケジュール＞ 

６月１８日（月） 

５月貿易統計（８：５０、財務省） 

６月１９日（火）  

５月半導体製造装置販売（１６：００、ＳＥＡＪ） 

月例経済報告関係閣僚会議（時間、場所未定） 

上場  メルカリ<4385>マザーズ 

６月２０日（水） 

通常国会会期末 

４月２６・２７日の日銀金融政策決定会合議事要旨（８：５０） 

５月主要コンビニ売上高（１６：００、フランチャイズチェーン協） 

５月訪日外国人数（１７：００、政府観光局） 

上場  ログリー<6579>マザーズ 

６月２１日（木） 

５月粗鋼生産（１４：００、鉄連） 

上場  ＳＩＧ<4386>ジャスダック、ＺＵＵ<4387>マザーズ、コーア商事ホールディングス<9273>東証２部 

６月２２日（金） 

５月全国消費者物価（８：３０、総務省） 

上場  ライトアップ<6580>マザーズ 

 

【参考】 

 

＜国内決算＞ 

６月１８日（月） 

時間未定 ツルハＨＤ<3391> 

  

 

 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

６月１８日（月） 

ＥＣＢフォーラム（２０日まで、ポルトガル・シントラ） 

休場  中国、香港、台湾（端午節）、インドネシア（断食明け大祭） 

６月１９日（火）  

欧  ４月ユーロ圏国際収支 

ドラギ総裁がＥＣＢフォーラムで講演 

米  ５月住宅着工 

休場  インドネシア（断食明け大祭） 

６月２０日（水） 

独  ５月生産者物価 

ドラギ総裁、黒田日銀総裁、パウエルＦＲＢ議長がＥＣＢフォーラムでパネル参加 

米  １～３月期経常収支 

米  ５月中古住宅販売 

６月２１日（木） 

米  ６月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 

米  ５月景気先行指数 

休場  ノルウェー（聖霊降臨祭） 

６月２２日（金） 

欧  ６月ユーロ圏ＰＭＩ 

ＯＰＥＣ総会（ウィーン） 

ＥＵ財務相理事会（ルクセンブルク） 

６月２４日（日） 

ユネスコの世界遺産委（７月４日まで、バーレーン・マナマ）   

トルコ大統領選と総選挙 

【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

６月１９日（火）  

フェデックス、オラクル 

６月２０日（水） 

マイクロン 

（東 瑞輝） 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 6 月 15 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 6月 15日 


